
（仮称）港区公契約条例の制定に
向けた基本的考え方について

２０２５年９月

港区総務部契約管財課
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１ 背景
 国では「公共サービス基本法」や改革基本方針により、公共

サービス従事者の労働環境改善が進められており、区でも、
平成２７年に港区が発注する契約に係る業務に従事する労働
者等の労働環境確保の促進に関する要綱（以下「要綱」とい
います。）を制定し、独自の最低賃金水準額を定め、工事請
負契約及び長期継続契約に適用してきました。

 この間、要綱による取組は、受注者の協力を得られ、労働者
からの最低賃金水準額違反の申出はなく、一定の成果を上げ
ています。

 一方、令和６年度における最低賃金水準額の上げ幅が、公契
約条例に基づき審議会を設置している区と比べ小さく、市場
の動きと乖離が発生しました。

 近年、物価や賃金の水準が予見困難なほど上昇していること
に加え、関係団体へのヒアリングでは、様々な業種で人手不
足が顕著であり、下請を担う区内中小企業の減少が懸念され
ています。

 労働環境を取り巻く環境が大きく変化している状況において
は、労働環境確保の取組をさらに強化し、公共サービスの安
定的な確保に取り組んでいく必要があります。
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２ 条例制定の意義

 適切な入札・契約制度の運用

 公共サービスの質の確保と安定的な提供を継続し
ていくため、公共サービス従事者等を守ろうとす
る区の姿勢の明示

 区と受注者双方の責務の明確化

 履行を担保する法的根拠のある権限の強化

 これらを実現するためには、条例を制定すること
により権利、義務等を明確にし、取組を強化する
ことが最も効果的です。
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３ 条例（案）の骨子①

 区は、これまで、庁内関係部課長で構成する検討委員会
を２回開催するとともに、７月には、労働者や事業者等
の関係団体に対し、これまでの要綱による取組の評価や
条例への期待等をヒアリングしました。検討委員会及び
ヒアリングの結果を踏まえ、盛り込むべき内容は、次の
とおりです。

 （１）契約全般にわたる基本的な方針の設定

区の入札・契約制度を適切に運用するためには、

労働環境確保策に併せ、適正な履行や良好な品質の

確保、公正な競争の促進など、幅広い取組が必要で

す。このため、契約全般にわたる基本的な方針を定

めます。
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３ 条例（案）の骨子②

 （２）区及び受注者の責務の設定並びに区の権限強化

条例を制定することにより、公契約に関する区

と受注者双方の責務を明確化するとともに、受注者

への立入を含む調査やペナルティ等について区の権

限を強化することで、公契約の従事者が安心して公

共サービスに従事でき、優秀な人材の確保、公共

サービスの質の維持・向上等につながります。
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３ 条例（案）の骨子③

 （３）労働報酬下限額及び労働環境確保策に関する

審議会の設置

賃金の動向に詳しい関係者で構成する（仮称）港

区労働報酬等審議会を設置し、労働報酬下限額の設

定や労働環境確保の運用改善等を審議し、一層の労

働環境確保策を推進します。
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３ 条例（案）の骨子④

 （４）契約に基づく労働報酬下限額の設定

労働報酬下限額の遵守について、条例の条文に受

注者の義務として直接的に規定するいわゆる「公権

力規制型」ではなく、公契約であっても民法に則し

契約当事者双方の合意により契約内容を決めるべき

であることから、現在の要綱と同様に区と受注者の

契約によって実現します。

類型 ①賃金条項※
②受注者の
支払義務

③①及び
②の根拠

ILO第94号条約型 〇 〇 契約

公権力規制型 〇 〇 条例

行政指導型 〇 × 行政指導

理念型 × × －

※賃金条項…労働報酬下限額以上の支払いの定めがあるもの
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４ 港区の条例（案）の特徴①
 （１）労働環境確保の対象とする契約範囲の拡大

 条例では、製造請負契約を対象に加えるとともに、公共サー
ビス従事者の労働環境を守る観点から、長期継続契約に限る
ことなく、主に労務の提供を中心とする契約を対象とします。

 要綱から引き続き、少額随意契約を除く契約を対象とするこ
とで、可能な限り広範な契約を対象とします。

 指定管理協定は一定期間の労務の提供があること等から、契
約に準じたものとして条例の対象とします。

契約種別 対象要件（要綱） 対象要件（条例）

工事請負契約 〇 〇

業務委託契約
※労務の提供を中心とする

契約に限定

△
長期継続契約のみ対象

〇
・対象業種拡大（詳細はＰ16）
・単年度契約も対象とする

製造請負契約 × 〇

指定管理協定 × 〇

少額随意契約を除く契約が対象
・工事請負契約・製造請負契約
☞予定価格200万円超

・業務委託契約
☞予定価格100万円超
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４ 港区の条例（案）の特徴②

 （２）区内事業者の活用

地域経済活性化の面から、受注者に対して、下請

や再委託を行う場合には、区内事業者を活用する努

力義務規定を設けます。

 （３）労働者の継続雇用

公共サービス従事者が安心して働けるよう、要綱

の趣旨を引き継ぎ、建物清掃業務等のように継続性

のある業務において、受注者が交代した場合は、希

望する従事者の継続雇用について、受注者の努力義

務規定を設けます。
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５ 条例に盛り込むべき内容①

 ① 目的

 区と受注者が契約に基づく労働環境確保に取り組むこと
で、最終的には区民福祉の増進や地域経済の活性化を生
み出す好循環につなげていくことを目的とします。

（目的）
公契約に関する基本的な方針並びに港区及び公契約の相

手方となる者が対等な立場と信頼関係に基づき締結する公
契約において果たすべき責務等を定めるとともに、公平か
つ公正な入札等の制度を確立し、公契約に従事する労働者
等の適正な労働条件を確保することにより、公契約の適正
な履行及び良好な品質の確保を図り、もって区民福祉の増
進及び地域経済の活性化に寄与することを目的とする。
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５ 条例に盛り込むべき内容②

 ② 公契約に係る基本的な方針

 公契約条例は、区が締結するすべての契約に関する条例
です。労働環境確保策だけでなく、契約全般にわたる基
本的な方針を定めます。

基本的な方針

公契約において適正な履行及び良好な品質を確保すること。

公契約に係る手続の透明性を確保し、公正な競争を促進すること。

談合その他の不正行為を排除すること。

労働者等の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に配慮すること。

区内の事業者の受注機会の確保を図り、地域経済の活性化に資するよう努めること。

区と受注者との対等な関係に基づき公契約に係る制度を適正に運用すること。
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５ 条例に盛り込むべき内容③

 ③ 区及び受注者の責務

 公契約に関して、区と受注者それぞれの基本的な責務につ
いて定めます。

（１）区の責務
基本方針にのっとり、公契約に関する施策を総合的に策

定し、及び実施する責務を有する。

（２）受注者の責務
・受注者は、公契約に係る業務の公共性を認識し、法令等
を遵守するとともに、区の施策に協力するよう努めなけれ
ばならない。
・受注者は、労働者等の適正な労働条件の確保その他の労
働環境の整備に努めなければならない。
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５ 条例に盛り込むべき内容④

 ④ 区内事業者の活用

 地域経済の活性化を目的の一つとすることから、下請や
再委託の場合の区内事業者の活用について定めます。

受注者は、公契約に係る業務の一部を他の事業者に請
け負わせ、又は委託しようとするときは、区内の事業者
に当該公契約に係る業務の一部を請け負わせ、又は委託
するように努めなければならない。
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５ 条例に盛り込むべき内容⑤

 ⑤ 条例の対象とする契約の範囲

 公契約の定義を行うとともに、対象範囲を拡大すること
でさらなる労働環境確保策を推進します。

 （１）公契約の定義

以下の図のとおり定義します。
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５ 条例に盛り込むべき内容⑤

 ⑤ 条例の対象とする契約の範囲

 （２）特定公契約の対象範囲

要綱 条例

工事 工事請負契約 129件 129件

製造 製造請負契約 45件

建物清掃業務に関する契約 12件 52件

用務業務に関する契約 26件 37件

庁舎等の設備運転管理業務に関する契約 8件 137件

自動車運行管理業務に関する契約 1件 4件

警備、受付及び施設運営業務に関する契約 14件 45件

子ども、高齢者及び障害者関連業務に関する契約 3件 74件

給食調理業務に関する契約 41件 42件

情報サービスに関する契約（システム開発、データ入力等） 353件

情報サービスに関する契約（市場調査・世論調査等） 81件

技術サービスに関する契約（建物設計・道路設計） 93件

技術サービスに関する契約（検査業務） 14件

映像・音声・文字情報制作に関する契約（動画制作業務等） 6件

道路貨物運送に関する契約（運搬請負） 49件

道路貨物運送に関する契約（廃棄物収集運搬） 25件

道路・公園管理業務に関する契約 53件

指定管理 指定管理協定 86件

234件 1,325件

種別

委託

合計

対象契約

※対象契約の件数は、令和６年度実績から抽出
※黄色い網掛けは、条例で拡充する契約

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ
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５ 条例に盛り込むべき内容⑥

 ⑥ 労働報酬下限額の決定(付属機関の設置)

 地方自治法第138条の4第3項の規定に基づく付属機関である
（仮称）港区労働報酬等審議会を設置します。

（１）審議会の構成
以下の者により構成する。
学識経験者
労働団体関係者
事業者団体関係者

（２）審議会の機能
区長からの諮問を受け、労働報酬下限額及び労働環

境確保策について調査審議し、答申する。
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５ 条例に盛り込むべき内容⑥

 ⑥ 労働報酬下限額の決定(付属機関の設置)

 （３）労働報酬下限額決定の流れ

 特定公契約に係る労働者に支払う労働報酬の下限額等につい
て、外部委員による調査・審議を行うことで、より透明性・
公平性を担保しながら定めることが可能になります。
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５ 条例に盛り込むべき内容⑦
 ⑦ 労働報酬下限額を担保するための取組

 条例では、区の権限を強化し、労働報酬下限額を担保するた
め、以下の取組を拡充します。

（１）受注者による労働環境確認のためのチェック
シート等の提出
現在の要綱で運用している労働環境チェックシー

ト・賃金給付状況シートを継続する。

（２）特定公契約に従事する労働者からの申出への
対応
①労働者の申出について、区だけでなく受注者及
び受注関係者に対しても可能とする。
②申出があった場合に、区が受注者及び受注関係
者の事業所等に立入調査を行う権限を付与する。
③調査の結果、条例に基づく契約違反が認められ
た場合、区は受注者に対して改善を命じる。
④調査の拒否、虚偽の報告、改善命令の違反等が
あった場合には、契約解除を行うとともに、条例
に基づく契約違反を理由として違約金を請求する。
また、区に損害が発生する場合は、損害賠償請求
を可能とする。
⑤条例に基づく契約違反を理由に契約解除を行っ
た場合は、その旨を公表することを可能とする。

※赤字部分が要綱から追加する項目
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５ 条例に盛り込むべき内容⑧

 ⑧ 労働報酬下限額を適用する労働者の範囲

 対象とする労働者の範囲は以下のとおりです。

（１）特定公契約の受注者又は受注関係者（下請、再委託先等）
が雇用する労働者（同居の親族のみを使用する事業又は事務
所に使用される者及び家事使用人を除く。）

（２）特定公契約の受注者又は受注関係者が雇用する派遣労働者

（３）一人親方
（自らが提供する労務の対価を得るため、区以外の者から特定
公契約に係る業務の一部を請け負い、又は受託する者）
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５ 条例に盛り込むべき内容⑨

 ⑨ 特定公契約に従事する労働者の継続雇用

 要綱においては、区長が継続雇用について要請する規定と
なっていましたが、条例では以下のとおり受注者の努力義務
として定めます。

特定公契約の受注者は、継続性のある業務に関する特定公
契約を締結するときは、当該業務に従事する者の雇用の安定
並びに当該業務の質の維持及び継続性の確保に配慮し、当該
特定公契約の締結前から当該業務に従事していた者のうち希
望するものを雇用するよう努める。
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５ 条例に盛り込むべき内容⑩

 ⑩ 施行日

 令和８年度は審議会への諮問を行い、答申を受ける
必要があるため、一部規定のみ施行します。また、令
和８年度に関しては、事業者に対する周知期間としま
す。
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６ 条例による労働環境確保策
の適用開始日

 令和９年４月１日以後を契約期間の始期とする対象契約
及び指定管理期間の始期とする指定管理協定について適
用します。

７ 今後のスケジュール（予定）

令和７年９月１９日（金）
～令和７年１０月２４日（金）

パブリックコメント

令和７年１０月１０日（金）
１０月１５日（水）

説明会

令和７年１２月 パブリックコメント結果公表

令和８年２月
令和８年第１回港区議会定例
会（新規条例）上程
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８ その他

 パブリックコメント

ご意見・住所・氏名を明記の上、港区ホームページまた
は直接、郵送・ファックスで、１０月２４日(金・必着)ま
でに、契約管財課 契約係までご提出ください。

 本件に係る問合せ

港区役所 総務部 契約管財課 契約係

（港区役所１０階）

ＴＥＬ ０３－３５７８－２１４０

ＦＡＸ ０３－３５７８－２１４９
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